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議案第２５号 

 

令和７年度幸手市公共下水道事業会計予算 

 

 （総 則） 

第１条 令和７年度幸手市公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

(1) 水 洗 化 戸 数       ９，８８０戸 

(2) 年 間 総 排 水 量   ３，０１３，６７２㎥ 

(3) １ 日 平 均 排 水 量       ８，２５７㎥ 

(4) 主な建設改良事業   下水道管布設事業 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収   入 

第１款 下水道事業収益  ７３９，１３６千円 

第１項 営 業 収 益  １７１，１５５千円 

第２項 営 業 外 収 益  ５６７，９８０千円 

第３項 特 別 利 益        １千円 

支   出 

第１款 下水道事業費用  ７３２，２０６千円 

第１項 営 業 費 用  ６８３，５１３千円 

第２項 営 業 外 費 用   ４４，５９３千円 

第３項 特 別 損 失      １００千円 

第４項 予 備 費    ４，０００千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額９５，２４１千円は、

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額２９，８５４千円、過年度分損益勘定留保資金６５，３８７千円で補填するもの

とする。）。 
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     収   入 

第１款 資 本 的 収 入    ７５６，９７５千円 

第１項 企  業  債   ４２２，１００千円 

第２項 他 会 計 負 担 金    ４０，２００千円 

第３項 他 会 計 補 助 金   １７０，３０３千円 

第４項 負  担  金     ８，９４４千円 

第５項 国 庫 補 助 金   １１５，４２８千円 

支   出 

第１款 資 本 的 支 出    ８５２，２１６千円 

第１項 建 設 改 良 費   ５８３，４３７千円 

第２項 固定資産購入費     １，８１３千円 

第３項 企 業 債 償 還 金   ２６５，９６５千円 

第４項 基 金 繰 出 金         １千円 

第５項 予 備 費     １，０００千円 

 

 

 

 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事  項 期  間 限  度  額 

水 洗 便 所 改 造 資 金 融 資 に 

伴 う 利 子 補 給 （ 令 和 ７ 年 度 融 資 分 ） 

令和８年度から 

令和１０年度まで 
利 子 補 給 相 当 額 

水洗便所改造資金融資に伴う金融機関に 

対する損失補償（令和７年度融資分） 
令和８年度以降 

元金、利子及び延滞利子に 

対 す る 損 失 補 償 額 
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 （企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。          （単位 千円） 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利  率 償 還 の 方 法 

公共下水道事業 ３３０，４００ 

普通貸借 

又は 

証券発行 

5.0％以内 

（ただし、利率見直し方

式で借り入れる資金に

ついて、利率の見直しを

行った後においては、当

該見直し後の利率） 

 政府資金及び金融機構資金については、その貸

付条件により、銀行その他の場合はその債権者と

協定するものとする。ただし、企業財政その他の

都合により、据置期間及び償還期限を短縮し、も

しくは繰上償還又は低利に借換えすることができ

る。 

流域下水道事業 ３１，７００ 

資本費平準化債 ６０，０００ 

 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。 

 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(1) 営業費用及び営業外費用の間の流用 

(2) 建設改良費及び企業債償還金の間の流用 

 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に

流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

(1) 職員給与費  ５５，５８８千円 

 

 （他会計からの補助金） 

第１０条 公共下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１７０，３０３千円である。 

 

 

 令和７年２月１９日提出 

                                幸手市長  木村 純夫 



 

 

 

 

 

 

 

予 算 に 関 す る 説 明 書  
 

 

 

 

 

 

 

 



収益的収入及び支出

収　　入 （単位　千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　　　　　　　考

１下水道事業収益 739,136

１営業収益 171,155 主たる営業活動から生ずる収益

１下水道使用料 170,929 下水道使用料

２その他営業収益 226 下水道使用料以外の営業収益

２営業外収益 567,980 財務活動に伴う収益、その他営業活動以外から生ずる収益

１受取利息及び配当金 2 預金利息

２他会計負担金 215,078 一般会計負担金（基準内）

３長期前受金戻入 333,435 長期前受金の減価償却見合い分の収益化

４消費税及び地方消費税
　還付金

14,555 消費税及び地方消費税還付予定額

５雑収益 4,910 上記以外の営業外収益

３特別利益 1

１過年度損益修正益 1 過去の年度の損益を修正したことにより生ずる益

令和７年度幸手市公共下水道事業会計予算実施計画
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支　　出 （単位　千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　　　　　　　考

１下水道事業費用 732,206

１営業費用 683,513 主たる営業活動から生ずる費用

１汚水管渠費 25,135 汚水管渠の維持管理に要する費用

２汚水ポンプ場費 33,702 汚水中継ポンプ場の維持管理に要する費用

３流域下水道維持管理費 129,588 流域下水道維持管理負担金

４業務費 15,387 使用料の徴収業務等に要する費用

５総係費 52,514 事業活動の全般に関連する費用

６減価償却費 426,087 有形固定資産及び無形固定資産の償却費

７資産減耗費 1,100 固定資産の除却費

２営業外費用 44,593 財務活動に伴う費用、その他営業活動以外に要する費用

１支払利息及び
  企業債取扱諸費

44,592 企業債に対する利息償還金

２消費税及び地方消費税 0 消費税及び地方消費税納付予定額

３雑損失 1 上記以外の営業外費用

３特別損失 100

１過年度損益修正損 100 過去の年度の損益を修正したことにより生ずる損

４予備費 4,000

１予備費 4,000



資本的収入及び支出

収　　入 （単位　千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　　　　　　　考

１資本的収入 756,975

１企業債 422,100

１企業債 422,100 下水道施設の建設費用等に充てる企業債

２他会計負担金 40,200

１他会計負担金 40,200 一般会計負担金（基準内）

３他会計補助金 170,303

１他会計補助金 44,485 一般会計補助金（基準外）

２企業債元金償還補助金 125,818 一般会計補助金（基準外）

４負担金 8,944

１受益者負担金 8,944 受益者負担金

５国庫補助金 115,428

１国庫補助金 115,428 下水道施設の建設費用に充てる国庫補助金

- 9 -
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支　　出 （単位　千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　　　　　　　考

１資本的支出 852,216

１建設改良費 583,437

１汚水管渠建設改良費 504,161 管渠の整備事業に要する費用

２汚水ポンプ場建設改良費 25,190 汚水中継ポンプ場の整備事業に要する費用

３流域下水道建設費 31,811 流域下水道事業建設費負担金

４事務費 22,275 下水道建設事業に要する事務費

２固定資産購入費 1,813

１有形固定資産購入費 1,813 有形固定資産の購入に要する費用

３企業債償還金 265,965

１企業債償還金 265,965 企業債元金の償還金

４基金繰出金 1

１基金繰出金 1 公共下水道施設基金への繰出金

５予備費 1,000

１予備費 1,000



　１　業務活動によるキャッシュ・フロー 　２　投資活動によるキャッシュ･フロー

　　　当年度純利益（損失） 　　　有形固定資産の取得による支出

　　　減価償却費 　　　無形固定資産の取得による支出

　　　固定資産除却費 　　　基金積み立てによる支出

　　　長期前受金戻入額 　　　国庫補助金等による収入

　　　賞与引当金の増減額（△は減少） 　　　他会計補助金による収入

      法定福利費引当金の増減額（△は減少）

　　　受取利息及び受取配当金（△は増加） 　　　投資活動によるキャッシュ･フロー計

　　　支払利息

　　　未収金の増減額（△は増加） 　３　財務活動によるキャッシュ･フロー

　　　未払金の増減額（△は減少）

　　　小計

　　　利息の受取額

　　　利息の支払額

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー計 　　　他会計負担金等による収入

　　　財務活動によるキャッシュ･フロー計

　資金増加額（又は減少額）

　資金期首残高

　資金期末残高 354,439

314,248

　　　受益者負担金による収入 8,131

△ 28,919

42,311

158,113

△ 1

△ 7,433

361,872

令和７年度幸手市公共下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

　　　建設改良費等の財源に充てるための
　　　企業債による収入

　　　建設改良費等の財源に充てるための
　　　企業債の償還による支出

422,100

△ 265,965

20

△ 333,435

△ 2

44,592

△ 3,636

426,087

(令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで)

70,397

△ 518,535

104,935

△ 392,078

△ 13,850

△ 6,004

115

（単位　千円)

114,987

2

△ 44,592

1,100

- 11 -
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１　総括

※

本 年 度 17,513

前 年 度 16,022

比　　　較 1,491

55,588

21,072

34,516

合計

46,059

17,694

28,365

705

△ 295

1,000

8,824

3,673

5,151

9,529

3,378

6,151

給　　　与　　　費
法定福利費

計手当給料報酬

50

131

17,513

5,917

11,596

42,738

2

(  2  )

6

18,553

24,185

1,788

1,380

408

1,838

1,511

327

24,928

10,704

14,224

26,708

10,266

区　分

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　計

損益勘定支弁職員

比
　
較

資本勘定支弁職員

合　　　　計
(  0  )

0

(  0  )

0

(  0  )

一般職

0

0

0損益勘定支弁職員

736

2,384 672

1,491

△ 552

2,043

3,321

△ 859

4,180

（ ）内は外書きで暫定再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員

△ 480 77 336 0 0 △ 180 526 0 476

480 1,566 0 197 0

1,643

180

0

4,596

2,910 672 5,3326,383

（単位　千円）

4,026

△ 1,154

5,180
0

336 197 0 0

△ 81

1,780

△ 438

2,218

29,336

6

前
年
度

資本勘定支弁職員

(  2  )

(  0  )

4

(  2  )

本
年
度

4

(  2  )

2

(  0  )

12

0

12

12

合　　　　計

0

12 16,442

16,022

6,469

9,553

（単位　千円）

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

管理職特別
勤務手当

合計区　　　分

手当
の

内訳

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当
児童手当

40

40

0

時間外
勤務手当

管理職手当 期末手当 勤勉手当

5,907

職員数(人)

特別職

51,562

22,226



ア　会計年度任用職員以外の職員

※

本 年 度 16,946

前 年 度 15,746

比　　　較 1,200478 0△ 480 77 336 0 0 △ 180 526 0 443

2,910 672 6,074 5,074 40

480 1,566 0 197 0 180 2,384 672 5,631 4,596 40

3,604
0

（ ）内は外書きで暫定再任用短時間勤務職員

（単位　千円）

手当
の

内訳

区　　　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当
児童手当

時間外
勤務手当

管理職手当 期末手当 勤勉手当
管理職特別
勤務手当

合計

0 1,643 336 197 0 0

5,180
0

資本勘定支弁職員 0
(  0  )

0 △ 438 △ 843 △ 1,281 △ 295 △ 1,576
0

比
　
較

損益勘定支弁職員 0
(  0  )

△ 81 2,218 2,043 4,180 1,000

合　　　　計 0
(  0  )

△ 81 1,780 1,200 2,899 705

12
(  1  )

408 24,928 15,746 41,082 8,824 49,906
6

53,510
6

前
年
度

損益勘定支弁職員 12
(  0  )

408 14,224 9,553 24,185 5,151 29,336
4

資本勘定支弁職員 0
(  1  )

0 10,704 6,193 16,897 3,673 20,570
2

合　　　　計

34,516
4

資本勘定支弁職員 0
(  1  )

0 10,266 5,350 15,616 3,378 18,994
2

本
年
度

損益勘定支弁職員 12
(  0  )

327 16,442 11,596 28,365 6,151

合　　　　計 12
(  1  )

327 26,708 16,946 43,981 9,529

（単位　千円）

区　分
職員数(人) 給　　　与　　　費

法定福利費 合計
特別職 一般職 報酬 給料 手当 計

－ 13 －
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イ　会計年度任用職員

※

本 年 度 567

前 年 度 276

比　　　較 291258 00 0 0 0 0 0 0 0 33

0 0 309 258 0

0 0 0 0 0 0 0 0 276 0 0

422
0

（ ）内は外書きでパートタイム会計年度任用職員

（単位　千円）

手当
の

内訳

区　　　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当
児童手当

時間外
勤務手当

管理職手当 期末手当 勤勉手当
管理職特別
勤務手当

合計

0 0 0 0 0 0

0
0

資本勘定支弁職員 0
(  0  )

131 0 291 422 0 422
0

比
　
較

損益勘定支弁職員 0
(  0  )

0 0 0 0 0

合　　　　計 0
(  0  )

131 0 291 422 0

0
(  1  )

1,380 0 276 1,656 0 1,656
0

2,078
0

前
年
度

損益勘定支弁職員 0
(  0  )

0 0 0 0 0 0
0

資本勘定支弁職員 0
(  1  )

1,380 0 276 1,656 0 1,656
0

合　　　　計

0
0

資本勘定支弁職員 0
(  1  )

1,511 0 567 2,078 0 2,078
0

本
年
度

損益勘定支弁職員 0
(  0  )

0 0 0 0 0

合　　　　計 0
(  1  )

1,511 0 567 2,078 0

（単位　千円）

区　分
職員数(人) 給　　　与　　　費

法定福利費 合計
特別職 一般職 報酬 給料 手当 計



２　給料及び手当の増減額の明細

区　　　分 説　　明

給　　　料 給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

手　　　当 制度改正に伴う増減分

その他の増減分

1,780 593

増減事由別内訳（千円）

給料表の引き上げ

備　　　　　　　　　　考増減額（千円）

期末手当支給割合の改定（２．４５月分→２．５０月分）
勤勉手当支給割合の改定（２．０５月分→２．１０月分）

職員の異動及び級別職員数の変動等

昇給率０．８５％

昇給職員数５名

1,491 497

963

224

職員の異動及び級別職員数の変動等994

- 15 -
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３　給料及び手当の状況

(1)職員１人当たりの給与

(2)初　任　給

一般職（円）

高　校　卒 194,500 194,500

区　　　　　　　　　　　　　　分

平均給料月額　　（円）

平均給与月額　　（円）

一般職

317,943

351,842

大　学　卒 225,600 225,600

令和7年4月1日現在

令和6年4月1日現在

平均年齢　　　　（歳）

平均給料月額　　（円）

平均給与月額　　（円）

平均年齢　　　　（歳）

48.58

296,746

331,430

44.42

区　　　　　　　分 一　　　般　　　職（円）
一般会計の制度 



(3)級別職員数

級

（ ） （ ）

（ ） （ 100.0 ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ 100.0 ）

100.0

※構成比は、それぞれ四捨五入しているため計と一致しない場合があります。

乙 甲

甲

課長・副参事

※（　）内は外書きで暫定再任用短時間勤務職員

主査

５　級

７　級

令和７年４月１日現在

１　級

２　級

区　　　　　分

乙

２級 ３級区分 １級

一般職 主事 主任

３　級

４　級

６　級

計

0.0

1 16.7

1 16.7

1

0.0

4 66.7

備　　　　　考
職　　員　　数（人） 構　　成　　比（％）

４級 ５級
６級

７級

主幹 主席主幹 参事 部長

0.0

0.0

1

6

一　　　　　　般　　　　　　職

0.0

- 17 -
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級

（ ） （ ）

（ ） （ 100.0 ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ 100.0 ）

100.0

※構成比は、それぞれ四捨五入しているため計と一致しない場合があります。

乙 甲

主任 主査

７　級

計

※（　）内は外書きで暫定再任用短時間勤務職員

課長・副参事一般職 主事

１　級

16.7

0.0

区分 １級 ２級

３　級

４　級

６　級

２　級

３級

乙

区　　　　　分

令和６年４月１日現在 ５　級

甲

一　　　　　　般　　　　　　職

3 50.0

0.0

0.0

1

備　　　　　考
職　　員　　数（人） 構　　成　　比（％）

2 33.3

1

0.0

主幹 主席主幹 参事 部長

0.0

1

6

４級 ５級
６級

７級



(4)昇給

(5)特殊勤務手当

前
年
度

職　　員　　数（Ａ）　　　　　　（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）　　　　　（人）

２号給（人）

８号給（人）

区　　　　　　　　分

職　　員　　数（Ａ）　　　　　　（人）

本
年
度

比　　　　　　率（Ｂ）／（Ａ）　（％）　

5

71.4

昇給に係る職員数（Ｂ）　　　　　（人）

号給数別内訳

２号給（人）

４号給（人）

６号給（人）

８号給（人）

備　　　　　考

7

5

7

5

合　　　　　計 一　　般　　職

71.4

5

71.4比　　　　　　率（Ｂ）／（Ａ）　（％）　

0.0

7

5

7

号給数別内訳

5

5４号給（人） 5

６号給（人）

給料総額に対する比率（％）

（令和7年4月1日現在）
100.0 100.0

支給対象職員の比率（％）

0.0

区　　　　　　　　分 全　　職　　種 一　　般　　職 備　　　　　考

71.4
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(6)期末手当・勤勉手当

※（　）内は、暫定再任用短時間勤務職員の支給率

(7)定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

(8)その他の手当

職制上の段階、職務の級等による役職加算 備　　　　　　　　　　考

(1.200)

（月分）

(2.40)

2.300

（月分）

有
4.60

支給期別支給率

4.50

本年度

前年度
(1.175) (2.35)(1.175)

支給率計

(1.200)

2.300

区　　分

2.250

６月（月分） １２月（月分）

2.300

(2.40)

2.250

(1.200)

定年前早期退職特例措置
（２％～３０％加算）

4.60

最高限度

(1.200)

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者

（月分） （月分） （月分）

33.27075

有

有

その他加算措置等

47.709
一般会計の制度

一般会計の制度
2.300

区　　分 備                   考

33.27075

区　　　分

定年前早期退職特例措置
（２％～３０％加算）

扶　養　手　当

一般会計の制度との異同

同　　　　じ

地　域　手　当 同　　　　じ

同　　　　じ住　居　手　当

支給率等 24.586875

47.709

通　勤　手　当 同　　　　じ

差　　異　　の　　内　　容

(支給率等）
24.586875

47.709 47.709



前前年度末 前年度末ま 当該年度支 当該年度末 翌年度以降 継続費の総

までの支払 での支払義 払義務発生 までの支払 の支払義務 額に対する

義務発生額 務発生(見 予定額 義務発生予 発生予定額 進捗率

込）額 定額

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

0 0 0 0 － 0 － － － 0.0

2,992 0 0 2,992 － － 2,992 2,992 － 100.0

2,992 0 0 2,992 － 0 2,992 2,992 － 100.0

備考

継　続　費　に　関　す　る　調　書

１営 業
　費 用

経 営 戦 略 等
改 定 業 務

年度

計

左の財源内訳

企業債 一般財源

全　体　計　画

6

7

款
年　割　額

国　庫
補助金

項 事　業　名

１下水道
　事　業
　費　用

- 21 -



－22－ 
 

 
 

 

債務負担行為に関する調書 
 
 当年度に係る分                                                                   （単位 千円）  
 

事    項 限度額 

令和６年度末までの 
支 出 見 込 み 額 

令和７年度以降の 
支 出 予 定 額 

左 の 財 源 内 訳 

 

特 定 財 源 
一般財源 

期  間 金 額 期  間 金 額 国県支出金 企業債 その他 

水 洗 便 所 改 造 資 金 
融資に伴う利子補給 
（令和７年度融資分） 

利子補給相当額   
令和８年度から 
令和10年度まで 

限度額に同じ    限度額に同じ 

水 洗 便 所 改 造 資 金 
融資に伴う金融機関に 
対 す る 損 失 補 償 
（令和７年度融資分） 

元金 、利 子 
及び延滞利子 
に 対 す る 
損失 補償 額 

  令和８年度以降 限度額に同じ    限度額に同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

－23－ 
 

 

債務負担行為に関する調書 
 

  過年度に係る分                                                                   （単位 千円）  
 

事    項 限度額 

令和６年度末までの 
支 出 見 込 み 額 

令和７年度以降の 
支 出 予 定 額 

左 の 財 源 内 訳 

 

特 定 財 源 

一般財源 

期  間 金 額 期  間 金 額 国県支出金 企業債 その他 

水 洗 便 所 改 造 資 金 
融資に伴う利子補給 
（令和４年度融資分） 

利子補給相当額 

  

令和７年度まで 限度額に同じ 

   

限度額に同じ 

水 洗 便 所 改 造 資 金 
融資に伴う金融機関に 
対 す る 損 失 補 償 
（令和４年度融資分） 

元金 、利 子 
及び延滞利子 
に 対 す る 
損失 補償 額 

  

令和７年度以降 限度額に同じ 

   

限度額に同じ 

水 洗 便 所 改 造 資 金 
融資に伴う利子補給 
（令和５年度融資分） 

利子補給相当額 

  

令和７年度から 
令和８年度まで 

限度額に同じ 

   

限度額に同じ 

水 洗 便 所 改 造 資 金 
融資に伴う金融機関に 
対 す る 損 失 補 償 
（令和５年度融資分） 

元金 、利 子 
及び延滞利子 
に 対 す る 
損失 補償 額 

  

令和７年度以降 限度額に同じ 

   

限度額に同じ 

水 洗 便 所 改 造 資 金 
融資に伴う利子補給 
（令和６年度融資分） 

利子補給相当額 

  

令和７年度から 
令和９年度まで 

限度額に同じ 

   

限度額に同じ 

水 洗 便 所 改 造 資 金 
融資に伴う金融機関に 
対 す る 損 失 補 償 
（令和６年度融資分） 

元金 、利 子 
及び延滞利子 
に 対 す る 
損失 補償 額 

  

令和７年度以降 限度額に同じ 

   

限度額に同じ 

 



- 24 -

（単位　千円）

資      産      の      部

1 固定資産

(1) 有形固定資産

イ 土地 457,172

ロ 建物 200,142

減価償却累計額 △ 128,003 72,139

ハ 構築物 19,688,067

減価償却累計額 △ 8,066,045 11,622,022

ニ 機械及び装置 1,131,562

減価償却累計額 △ 791,449 340,113

ホ 車両運搬具 3,134

減価償却累計額 △ 1,411 1,723

有形固定資産合計 12,493,169

(2) 無形固定資産

イ 施設利用権 917,542

無形固定資産合計 917,542

(3) 投資その他の資産

イ 基金 20,901

投資その他の資産合計 20,901

固定資産合計 13,431,612

令和７年度　幸手市公共下水道事業予定貸借対照表

 (令和８年３月３１日現在)



2 流動資産

(1) 現金預金 354,439

(2) 未収金 41,725

貸倒引当金 △ 4,629 37,096

流動資産合計 391,535

資産合計 13,823,147

負      債      の      部

3 固定負債

(1) 企業債

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債 3,499,801

企業債合計 3,499,801

固定負債合計 3,499,801

4 流動負債

(1) 企業債

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債 259,050

企業債合計 259,050

(2) 未払金 36,022

(3) 預り金 900

(4) 引当金

イ 賞与引当金 3,904

ロ 法定福利費引当金 801

引当金合計 4,705

流動負債合計 300,677
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5 繰延収益

(1) 長期前受金 15,104,800

(2) 長期前受金収益化累計額 △ 6,771,793

繰延収益合計 8,333,007

負債合計 12,133,485

資      本      の      部

6 資本金 1,117,099

7 剰余金

(1) 資本剰余金

イ 他会計補助金 429,172

ロ 国庫補助金 28,000

資本剰余金合計 457,172

(2) 利益剰余金

イ 減債積立金 70,000

ロ 当年度未処分利益剰余金 45,391

利益剰余金合計 115,391

剰余金合計 572,563

資本合計 1,689,662

負債資本合計 13,823,147



１ 　営業収益

(1) 下水道使用料 161,686

(2) その他営業収益 129 161,815

２ 　営業費用

(1) 汚水管渠費 17,561

(2) 汚水ポンプ場費 33,231

(3) 流域下水道維持管理費 109,651

(4) 業務費 13,907

(5) 総係費 54,055

(6) 減価償却費 422,690

(7) 資産減耗費 531 651,626

営業損失 489,811

３　 営業外収益

(1) 受取利息及び配当金 2

(2) 他会計負担金 195,461

(3) 長期前受金戻入 339,348

 （単位　千円）

令和６年度　幸手市公共下水道事業予定損益計算書

 （令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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(4) 雑収益 3,241 538,052

４　 営業外費用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 45,906

(2) 雑損失 1 45,907 492,145

経常利益 2,334

５　 特別利益

(1) 過年度損益修正益 1 1

６　 特別損失

(1) 過年度損益修正損 90 90 △ 89

2,245

前年度繰越利益剰余金 46,781

その他未処分利益剰余金変動額 0

当年度未処分利益剰余金 49,026

当年度純利益



（単位　千円）

資      産      の      部

1 固定資産

(1) 有形固定資産

イ 土地 457,172

ロ 建物 200,142

減価償却累計額 △ 124,985 75,157

ハ 構築物 19,208,493

減価償却累計額 △ 7,719,369 11,489,124

ニ 機械及び装置 1,129,603

減価償却累計額 △ 787,118 342,485

ホ 車両運搬具 1,485

減価償却累計額 △ 1,411 74

有形固定資産合計 12,364,012

(2) 無形固定資産

イ 施設利用権 939,785

無形固定資産合計 939,785

(3) 投資その他の資産

イ 基金 20,900

投資その他の資産合計 20,900

固定資産合計 13,324,697

令和６年度　幸手市公共下水道事業予定貸借対照表

 (令和７年３月３１日現在)
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2 流動資産

(1) 現金預金 361,872

(2) 未収金 27,875

貸倒引当金 △ 4,629 23,246

流動資産合計 385,118

資産合計 13,709,815

負      債      の      部

3 固定負債

(1) 企業債

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債 3,336,751

企業債合計 3,336,751

固定負債合計 3,336,751

4 流動負債

(1) 企業債

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債 265,965

企業債合計 265,965

(2) 未払金 55,379

(3) 預り金 900

(4) 引当金

イ 賞与引当金 3,789

ロ 法定福利費引当金 781

引当金合計 4,570

流動負債合計 326,814



5 繰延収益

(1) 長期前受金 14,807,091

(2) 長期前受金収益化累計額 △ 6,454,139

繰延収益合計 8,352,952

負債合計 12,016,517

資      本      の      部

6 資本金 1,117,099

7 剰余金

(1) 資本剰余金

イ 他会計補助金 429,172

ロ 国庫補助金 28,000

資本剰余金合計 457,172

(2) 利益剰余金

イ 減債積立金 70,000

ロ 当年度未処分利益剰余金 49,027

利益剰余金合計 119,027

剰余金合計 576,199

資本合計 1,693,298

負債資本合計 13,709,815
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注 記 表 

 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

  

１ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

   ・減価償却の方法  定額法による。 

   ・主な耐用年数   建物      ８～５０年 

             構築物       ５０年 

             機械及び装置  ６～３５年 

             車両運搬具        ６年 

（２）無形固定資産 

   ・減価償却の方法  定額法による。 

   ・主な耐用年数   施設利用権     ４５年 

 

２ 引当金の計上方法 

 （１）退職給付引当金…公共下水道事業会計は一般会計を通じて、埼玉県市町村総合事務組合に掛金を拠出しているが、「退職手当

負担金に係る覚書」に基づき、公共下水道事業会計が一般会計に対して拠出する負担金以外の負担については、一般会計がそ

の全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 

（２）賞与引当金及び法定福利費引当金…職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年度

末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

（３）貸倒引当金…債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 



- 33 – 

３  消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式による。 

 

Ⅱ 予定貸借対照表等関連に関する注記 

 

 １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、一般

会計が負担すると見込まれる額は、２，３４６，３１２千円である。 

 

Ⅲ セグメント情報に関する注記 

 

 １ 報告セグメントの概要 

   幸手市公共下水道事業では、公共下水道事業のみを運営しているため、事業全体を一つのセグメントとして区分している。 

 

Ⅳ その他の注記 

 

 １ 賞与引当金の目的使用による取崩しについて 

   当事業年度において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給を行うため、賞与引当金３，７８９千円を使用する。 

 

 ２ 法定福利費引当金の目的使用による取崩しについて 

   当事業年度において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給に伴う法定福利費の支払を行うため、法定福利費引当金７８１千円を

使用する。 



 

資     料  
 

 

 

令 和 ７ 年 度 幸 手 市 公 共 下 水 道 事 業 会 計 

 

予 算 実 施 計 画 説 明 書 

 
 

 

 

 

 



収益的収入

款 項 目 節 本年度予定額 前年度予定額

739,136 711,186

１営業収益 171,155 177,983

１下水道使用料 170,929 177,854

１下水道使用料 170,929 177,854  下水道使用料

２その他営業収益 226 129

１手数料 226 129  下水道指定工事店指定手数料等

２営業外収益 567,980 533,202

2 2 　

１預金利息 1 1  預金利息

２基金利息 1 1  基金利息

２他会計負担金 215,078 190,611

１他会計負担金 215,078 190,611  一般会計負担金（基準内）

３長期前受金戻入 333,435 339,348

１長期前受金戻入 333,435 339,348

14,555 0

１消費税及び
　地方消費税還付金

14,555 0  消費税及び地方消費税還付金

５雑収益 4,910 3,241  

１延滞金 1 1  受益者負担金延滞金

２違約金及び延滞利子 1 1

３その他雑収益 4,908 3,239  公共下水道事業計画図代金 1

 水洗便所改造資金融資貸付金収入 1

 受託事業収入 4,906

４消費税及び
　地方消費税還付金

１下水道事業
　収益

令和７年度幸手市公共下水道事業会計予算実施計画説明書

説　　　　　　　　明

（単位　千円）

１受取利息及び
  配当金
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款 項 目 節 本年度予定額 前年度予定額 説　　　　　　　　明

３特別利益 1 1

１過年度損益修正益 1 1

１過年度損益修正益 1 1  



収益的支出

款 項 目 節 本年度予定額 前年度予定額

732,206 711,920

１営業費用 683,513 659,094

１汚水管渠費 25,135 18,321

13備消品費 60 0

15光熱水費 1,164 1,164  マンホールポンプ電気料

17通信運搬費 205 205  マンホールポンプ電話料等

19委託料 13,936 7,236  下水道台帳作成業務委託料 7,416

 下水道施設維持管理業務委託料 57

 水質検査業務委託料 1,848

 下水道管渠調査業務委託料 4,615

21修繕費 9,448 9,415

28材料費 152 140  補修等材料費

31負担金 93 84  戸島見立団地維持管理負担金

37使用料 77 77  施設使用料 6

 幸手団地汚水管使用料 71

２汚水ポンプ場費 33,702 30,363

13備消品費 112 117

14燃料費 11 12  自家発電機燃料費

15光熱水費 7,485 7,485  汚水中継ポンプ場電気料等

17通信運搬費 97 97  汚水中継ポンプ場電話料等

19委託料 17,813 17,175  下水道施設維持管理業務委託料 11,702

 警備業務委託料 66

 電気設備点検業務委託料 5,059

説　　　　　　　　明

（単位　千円）

１下水道事業
　費用

 汚水管渠・マンホールポンプ関係修繕費
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款 項 目 節 本年度予定額 前年度予定額 説　　　　　　　　明

 除草剪定業務委託料 986

21修繕費 7,402 4,897  汚水中継ポンプ場関係修繕費

33保険料 60 58  建物保険料

36手数料 722 522

129,588 120,617

31負担金 129,588 120,617  中川流域下水道維持管理負担金

４業務費 15,387 15,299

19委託料 15,387 15,299  受益者負担金日計処理業務委託料 387

 使用料徴収業務委託料 15,000

５総係費 52,514 51,273

１給料 16,442 14,224  職員４名の給料

２手当 9,151 7,503  地域手当　 1,027

 住居手当 336

 通勤手当 125

 時間外勤務手当 2,227

 管理職手当 672

 期末手当 2,575

 勤勉手当 2,149

 管理職特別勤務手当 40

３賞与引当金繰入額 2,510 2,152

５報酬 327 408  下水道事業審議会委員報酬１２名

６法定福利費 5,648 4,730  職員共済組合負担金 5,571

 地方公務員災害補償基金負担金 77

７法定福利費
　引当金繰入額

516 442

３流域下水道
　維持管理費

 消防施設点検手数料・立木消毒手数料等



款 項 目 節 本年度予定額 前年度予定額 説　　　　　　　　明

８旅費 77 84  普通旅費 51

 費用弁償 26

13備消品費 298 230  事務用品等

14燃料費 164 179  自動車用ガソリン代

16印刷製本費 624 602

17通信運搬費 340 277  事務室電話料・郵便料金

19委託料 4,215 9,571  ＣＡＤシステム管理業務委託料 35

 公営企業会計システム保守業務委託料 1,188

 経営戦略策定支援業務委託料 2,992

21修繕費 66 131  自動車整備費　

31負担金 10,706 9,766  市町村総合事務組合退職手当負担金 2,138

 水洗便所改造資金融資あっせん利子補給金 40

 日本下水道協会負担金 114

 県下水道協会負担金 10

 中川流域下水道事業推進協議会負担金 12

 水道事業用施設使用等負担金 7,500

 各種研修会負担金 30

 一般会計・企業会計調整負担金 862

33保険料 196 82  自動車保険料 136

 損害保険料 60

34公課費 0 7  自動車重量税

36手数料 527 552  細菌検査手数料・銀行振込手数料等

41報奨金 707 333  一括納付報奨金

 予算書、決算書、事業計画図等印刷費
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款 項 目 節 本年度予定額 前年度予定額 説　　　　　　　　明

６減価償却費 426,087 422,690

１有形固定資産
  減価償却費

374,925 370,954  構築物・機械及び装置他

２無形固定資産
  減価償却費

51,162 51,736  施設利用権

７資産減耗費 1,100 531

１固定資産除却費 1,100 531

２営業外費用 44,593 48,726

44,592 45,906

１企業債利息 43,953 45,351  公共下水道事業債利子 36,745

 流域下水道事業債利子 7,208

２一時借入金利息 639 555

0 2,819  

１消費税及び
　地方消費税

0 2,819  消費税及び地方消費税

３雑損失 1 1  

１その他雑支出 1 1

３特別損失 100 100

１過年度損益修正損 100 100

１過年度損益修正損 100 100  下水道使用料過年度更正

４予備費 4,000 4,000

１予備費 4,000 4,000

１予備費 4,000 4,000

１支払利息及び
  企業債取扱諸費

 水洗便所改造資金融資あっせん弁済補償金

２消費税及び
　地方消費税



資本的収入

款 項 目 節 本年度予定額 前年度予定額

１資本的収入 756,975 571,966

１企業債 422,100 215,400

１企業債 422,100 215,400

１企業債 422,100 215,400  公共下水道事業債 330,400

 流域下水道事業債 31,700

 資本費平準化債 60,000

40,200 38,511

１他会計負担金 40,200 38,511

１企業債元金償還
　負担金

40,200 38,511  一般会計負担金（基準内）

170,303 238,139

１他会計補助金 44,485 89,417

１建設改良費補助金 44,485 89,417  一般会計補助金（基準外）

125,818 148,722

１企業債元金償還
　補助金

125,818 148,722  一般会計補助金（基準外）

４負担金 8,944 5,962

１受益者負担金 8,944 5,962

１受益者負担金 8,944 5,962  下水道事業受益者負担金

５国庫補助金 115,428 73,954

１国庫補助金 115,428 73,954

１国庫補助金 115,428 73,954  社会資本整備総合交付金

２他会計
　負担金

３他会計
　補助金

説　　　　　　　　明

（単位　千円）

２企業債元金償還
　補助金
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資本的支出

款 項 目 節 本年度予定額 前年度予定額

１資本的支出 852,216 661,416

１建設改良費 583,437 384,733

504,161 325,134

19委託料 73,211 57,779  補償調査業務委託料 26,183

 舗装復旧実施設計業務委託料 495

 地質調査業務委託料 11,830

 実施設計業務委託料 32,933

 下水道事業計画等調査作成業務委託料 1,770

25工事請負費 424,587 263,576  付帯工事 21,890

 道路復旧舗装工事 6,548

 汚水管渠築造工事 396,149

30補償費 3,450 3,390  支障物件移設補償費 2,950

 家屋補償費 500

31負担金 2,913 389  委託工事負担金

25,190 11,669

19委託料 990 0

25工事請負費 24,200 11,669  電気機械設備工事

31,811 24,455

１流域下水道建設費 31,811 24,455  流域下水道事業建設費負担金

４事務費 22,275 23,475

１給料 10,266 10,704  職員３名の給料

２手当 4,573 5,080  地域手当 616

 通勤手当 72

（単位　千円）

説　　　　　　　　明

１汚水管渠
　建設改良費

３流域下水道
　建設費

２汚水ポンプ場
　建設改良費



款 項 目 節 本年度予定額 前年度予定額 説　　　　　　　　明

 時間外勤務手当 683

 期末手当 1,433

 勤勉手当 1,202

 会計年度任用職員期末手当 309

 会計年度任用職員勤勉手当 258

３賞与引当金繰入額 1,394 1,429

５報酬 1,511 1,380  会計年度任用職員報酬１名

６法定福利費 3,103 3,386  職員共済組合負担金 3,060

 地方公務員災害補償基金負担金 43

７法定福利費
　引当金繰入額

285 293

８旅費 51 51  会計年度任用職員費用弁償

31負担金 1,092 1,152  市町村総合事務組合退職手当負担金

1,813 0

1,813 0

１車両運搬具購入費 1,813 0  公用車購入費

265,965 275,682

１企業債償還金 265,965 275,682

１企業債償還金 265,965 275,682  公共下水道事業債 227,023

 流域下水道事業債 38,942

４基金繰出金 1 1

１基金繰出金 1 1

１基金繰出金 1 1  公共下水道施設基金利子繰出金

５予備費 1,000 1,000

１予備費 1,000 1,000

３企業債
　償還金

２固定資産
　購入費

１有形固定資産
　購入費
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款 項 目 節 本年度予定額 前年度予定額 説　　　　　　　　明

１予備費 1,000 1,000



（単位　千円）

項目
令和７年度

期首残高(Ａ)
当年度発生額(Ｂ) 当年度使用額(Ｃ)

令和８年度への
繰越額(Ａ＋Ｂ－Ｃ)

過年度分損益勘定留保資金 95,196 0 65,387 29,809

当年度分損益勘定留保資金 － 90,116 0 90,116

　　減価償却費 － 426,087 － －

　　固定資産除却費 － 1,100 － －

　　長期前受金戻入 － △ 333,435 － －

　　当期純損失 － △ 3,636 － －

積立金積立額 70,000 0 0 70,000

　　減債積立金 70,000 0 0 70,000

　　利益積立金 0 0 0 0

　　建設改良積立金 0 0 0 0

過年度分消費税及び地方消費税
資本的収支調整額

0 － 0 0

当年度分消費税及び地方消費税
資本的収支調整額

－ 29,854 29,854 0

小計 165,196 119,970 95,241 189,925

過年度未処分利益剰余金
（マイナスは未処理欠損金）

49,026 － 3,636 45,390

当年度純利益 － △ 3,636 △ 3,636 0

その他未処分利益
（マイナスは未処理欠損金）

0 0 0 0

積立金振替による未処分利益剰余金 0 0 0 0

計 214,222 116,334 95,241 235,315

補填財源説明
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